
平成２６年 １２月 １３日

内閣官房 地域活性化統合事務局

「国家戦略特区」について
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国 家 戦 略 特 区 の 「 初 期 メ ニ ュ ー 」
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１．区域指定後、会議の立ち上げ

⇒ 「初期メニュー」を中心に、各区域における改革の見える化。

具体的事業の開始。

◆ 2014年3月 ６区域を指定 （正式には5月）

6～7月 ４区域の区域会議立上げ、区域計画（事業計画）作成。

9月 養父市・福岡市・関西圏から、計画認定・事業開始。

10月 残り２区域（東京圏・沖縄県）の区域会議立上げなど

１２月 新潟市・東京圏も、計画認定・事業開始予定。

２．規制改革メニューの追加

◆ “ダボス宣言”（2014年1月）「今後２年間で、特区で岩盤規制打破」

⇒ 秋の臨時国会において国家戦略特区改正法案提出

①「改訂成長戦略」（6月24日）における記載事項、

②区域会議での提示事項（区域計画案における記載事項）、

③全国の民間・自治体等からの「提案募集」（7月18日～8月29日）

の３つのルートから、「追加メニュー」を選定・折衝し、決定（10月10日）。

「国家戦略特区」 現状と課題①
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◆ 国家戦略特区改正法案の「廃案による影響」

○ 「６指定区域」における追加改革メニューの実現遅延（半年遅れの可能性大）

・ 公設民営学校 ・・・ 関西圏（大阪市）

・ 家事支援人材 ・・・ 関西圏（大阪府）、東京圏（神奈川県）

・ 創業人材 ・・・ 東京圏、関西圏、福岡市、新潟市等

・ 地域限定保育士 ・・・ 神奈川県

・ シルバー人材センター ・・・ 養父市

・ 道路コンセッション ・・・ 愛知県（構造改革特区）

など

「国家戦略特区」 現状と課題②
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◆ 当面（１２月～来春）の具体的施策

（１） 区域会議による「初期メニュー関連の具体的事業」の見える化
・ １１月２３日（日） 福岡市 エリアマネジメント民間開放：平副大臣出席

・ １１月２９日（土） 福岡市 雇用労働相談センター開所式

・ １２月 ３日（火） 第２回 新潟市 区域会議

・ １２月 ９日（月） 第２回 東京圏 区域会議

⇒ 年内に、区域会議で決定した計画を、諮問会議で認定

（２） 次期通常国向け、追加の規制改革事項の選定
・ ＷＧ委員の拡充等により、前回を補って余りある追加規制改革事項を盛り込んだ法案の再提出

（３） 「地方創生特区」を中核とした区域の追加（二次）指定
「自民党 重点政策集２０１４」

・ 地方創生を規制改革により実現し、新たな発展モデルを構築しようとする「やる気のある、志の高い地方自治体」を、

国家戦略特区における「地方創生特区」として、早期にして指定することにより、地域の新規産業・雇用を創出します。

（４） 法律事項以外の早期の制度改正実現（年内目途）
・ 政省令、告示・通達事項等

・ 東京都における「開業ワンストップセンター」の来春（４月）開設

「国家戦略特区」 現状と課題③
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国家戦略特別区域基本方針（平成２６年２月２５日閣議決定）の概要①

第一 意義及び目標

・日本経済の再興のため、大胆な規制・制度改革を実行するための突破口。

・国が主導し、国・地方・民間が一体となって、国家戦略として日本経済の再生に資するプロジェクトを推進。

・東京オリンピック・パラリンピックも視野に、2020年をにらんだ中期目標を設定して取組を推進。

・2015年度末までを集中取組期間として、「岩盤規制」全般について速やかに具体的な検討を行い、突破口を開く。

・運用の原則は、次の３点。 ア）情報公開の徹底、イ）スピードの重視、ウ）ＰＤＣＡサイクルに基づく評価

第二 政府が実施すべき規制改革等の施策に関する基本的な方針

・規制・制度改革に終わりはなく、常に現場のニーズを把握し、規制・制度改革を推

進。

１．規制改革等の推進に関する基本的考え方

２．推進体制

(1)国家戦略特別区域諮問会議（以下「諮問会議」という。）

・内閣総理大臣主導の下、迅速・簡潔に実行できる体制。

・調査審議の公平性・中立性の確保が重要（直接の利害関係者の審議不参加、情

報の公開）。

(2)国家戦略特別区域会議（以下「区域会議」という。）

・国・地方・民間が一体となって推進できる体制。

・迅速・適切に意思決定がなされるための運用上の工夫が必要（関係地方公共団

体の長の意見集約・代表者選定、民間事業者の代表者の参加等）。

３．区域方針

・区域方針により、各国家戦略特区を性格付け、国・地方・民間の三者が方向性等

を共有。

・区域方針は、区域指定と一体的に決定。

４．国家戦略特区の評価

・区域計画の実施が及ぼす経済的社会的効果を、数値化等も含めできる限り具体的

に設定。

・評価項目は、次の項目。

ア）特定事業の進捗状況、イ）経済的社会的効果、ウ）目標の達成状況、

エ）規制の特例措置の活用状況・効果（弊害も含む。） 等

・地方公共団体及び事業者が評価を行った上で区域会議が評価を実施し、内閣総理

大臣へ報告。

・内閣総理大臣は、評価結果について、公表するとともに、諮問会議から意見を聴取。

・諮問会議は、関係府省庁の意見聴取を行い、規制の特例措置の全国展開も含め、

調査審議。

・評価結果を踏まえ、区域計画の変更、認定の取消、指定の解除等適切に措置。

５．関連施策との連携

・国家戦略特区の提案で構造改革等に資するものは構造改革特区制度との連携等

により対応。

国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）（抄）

第５条第１項 政府は、国家戦略特別区域における産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成に関する施策の総合的かつ集中的

な推進を図るための基本的な方針を定めなければならない。

14



・先駆的な研究開発等を行うベンチャー企業等が借入れを行う場合に利子補給

金を支給。

国家戦略特別区域基本方針（平成２６年２月２５日閣議決定）の概要②

第三 国家戦略特区の指定に関する基準等

・区域指定の検討は、透明性を確保し、可能な限り定量的な指標も活用しつつ、

客観的な評価に基づき実施。

・指定範囲は、基本的に、以下の二類型を想定。

ア）都道府県又は一体となって広域的な都市圏を形成する区域を指定する

「比較的広域的な指定」

イ）一定の分野で明確な条件を設定して、革新的な事業を連携して強力に

推進する市町村を絞り込んで特定し、地理的な連担性にとらわれず指定する

「革新的事業連携型指定」

・指定は、以下の事項を基準。

ア）区域内の経済的社会的効果 イ）全国的な効果も含めた波及効果

ウ）プロジェクトの先進性・革新性等 エ）地方公共団体の意欲・実行力

オ）プロジェクトの実現可能性 カ）インフラや環境の整備状況

・「比較的広域的な指定」の場合には包括性・総合性、「革新的事業連携型指定」の

場合には革新性が必要。

・先行的な区域指定に当たり、措置された規制の特例をできるだけ全て活用できる

よう努める。

・指定数は厳選。当面、先行的に指定する数は特に絞り込む。

１．指定基準

２．指定手続

・内閣総理大臣が諮問会議・関係地方公共団体の意見を聴いた上で、政令で指定。

第四 区域計画の認定等

・区域計画は、国家戦略特区担当大臣、地方公共団体の長及び民間事業者が、

相互に密接な連携の下に協議した上で、三者の合意により作成。

・内閣総理大臣は、区域計画の認定をできるだけ迅速に実施。

・関係大臣は法令に適合する限り同意。不同意の判断をする場合は、諮問会議に

おいて調査審議。

１．規制の特例措置

第五 政府が講ずべき措置についての計画

・「国家戦略特別区域における規制改革事項等の検討方針」に従い、必要な措置を

着実に実行。

・「検討方針」に盛り込まれた事項は、当面措置すべきものにすぎず、追加の規制・

制度改革についてスピード感をもって検討し、確実に実現。

・これまでの地方公共団体、民間企業等からの提案については、洗い出し等により

検討。

・区域会議は、取組を具体化する中、民間事業者から、随時、追加の規制・制度改

革について意見聴取し、これを実現。

・併せて、提案の募集を活用しつつ、必要な追加の規制・制度改革について速やか

に措置。

２．金融上の支援措置

第六 政府が講ずべき新たな措置に係る提案募集

・現場の声を重視して規制・制度改革を進めるため、取組の具体化に応じて提案

募集を実施。

・少なくとも年に２回は、提案募集を実施。
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○ 本日ここに、国家戦略特区の指定区域と、それぞれの区域ごとの改革の方針を示すことが
できました。まずは、今年１月以来、集中的、迅速に審議を進めていただいた、議員の皆様に
感謝を申し上げます。

○ 昨年６月、私が国家戦略特区を提起して以来、「スピード」と「実行」を重視してまいりました。
早速、秋の国会で国家戦略特区法が成立しました。そこには、病床規制の緩和、雇用ルールの
明確化、農業委員会の見直し、公設民営学校の解禁など、過去何年も手が付けられなかった、
いわゆる岩盤規制改革を盛り込むことができました。

○ 次のステップとして、これらの規制改革を実行するため、地域と事業を具体化しなければなり
ません。本日お示しした指定区域の中で、「東京圏」、「関西圏」といった広域的な大都市圏は、
世界から人材・資本・技術が集まる「国際ビジネスやイノベーションの拠点」として、都市再生、
医療、雇用、教育などの分野における総合的な規制改革を実現してまいります。

○ また、やる気に満ちあふれた自治体である「新潟市」、兵庫県の「養父（やぶ）市」、「福岡市」
は、農業や雇用といった岩盤規制分野の「改革拠点」として、農地流動化や、ベンチャー・創業
支援を強力に推し進める突破口となります。

○ さらに膨大な観光資源を持つ「沖縄県」も含め、この６か所の国家戦略特区では、具体的な
事業計画について、早いものは夏までに国・自治体・民間が一体となってまとめることとしたいと
思います。

○ 発案から１年もたたずに、国家戦略特区という「岩盤規制を打破するためのドリル」を実際に
動かせる体制が整いました。このスピード感をさらに加速し、今後２年間で岩盤規制改革全般を
テーブルに載せ、突破口を開いていく決意であります。

○ 安倍政権の規制改革に終わりはありません。また聖域もありません。被災地を含め、大胆な
規制改革提案があれば、今後とも柔軟かつスピーディーに対応し、事業計画の深掘りや、
新たな具体的な地域の指定にもつなげていく考えであります。

安倍総理挨拶（指示） 【３月２８日 第４回・国家戦略特別区域諮問会議】
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